
平成平成平成平成 22223333 年年年年３３３３月期月期月期月期    決算短信決算短信決算短信決算短信〔〔〔〔日本基準日本基準日本基準日本基準〕（〕（〕（〕（連結連結連結連結））））    平成 23 年 5 月 10 日 上 場 会 社 名        株式会社バンテック                        上場取引所 東 コ ー ド 番 号         9382  ＵＲＬ  http://www.vantec-gl.com/ 代  表  者 （役職名）代表取締役社長       （氏名）山田 敏晴 問合せ先責任者 （役職名）執行役員経理財務部長    （氏名）中村 好朗  ＴＥＬ (044)233－9845      定時株主総会開催予定日  平成 23 年 6 月 22 日 配当支払開始予定日    平成 23 年 6 月 23 日 有価証券報告書提出予定日 平成 23 年 6 月 23 日  決算補足説明資料作成の有無：有 決算説明会開催の有無   ：有 （百万円未満切捨て）  １．平成 23 年３月期の連結業績（平成 22 年 4 月１日～平成 23 年 3 月 31 日） (1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率）  売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円    ％     23 年 3 月期 22 年 3 月期 131,920 113,601  16.1 △19.0  6,096 4,225 44.3 100.8 6,199 4,522 37.1 85.6  2,259 2,488 △9.2 585.9  （注）包括利益 23 年３月期  1,827 百万円（△34.7％） 22 年 3 月期 2,798 百万円（-％）  1 株当たり当期純利益 潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益 自己資本当期 純利益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率   円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 23 年 3 月期 22 年 3 月期 9,765 10,495  75 94  9,758 10,479  12 37  9.5 10.9  9.1 6.8  4.6 3.7 (参考) 持分法投資損益      23 年３月期       31 百万円  22 年３月期      30 百万円  (2)連結財政状態  総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産  百万円 百万円 ％ 円  銭 23 年 3 月期 22 年 3 月期 67,562 68,456  24,377 24,222 35.3 34.7  103,386 100,876  13 46  (参考) 自己資本       23 年３月期   23,828 百万円  22 年３月期     23,721 百万円  (3)連結キャッシュ･フローの状況  営業活動によるキャッシュ･フロー 投資活動によるキャッシュ･フロー 財務活動によるキャッシュ･フロー 現金及び現金同等物期末残高   百万円 百万円 百万円 百万円 23 年 3 月期 22 年 3 月期 4,339 4,852 △817 △1,838  △2,818 △2,438  12,429 12,022   ２．配当の状況  年間配当金 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計 配当金総額 (合計) 配当性向 （連結） 純資産 配当率 （連結）  円 銭 円  銭 円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 22 年 3 月期 23 年 3 月期    － － 1,500.00 2,000.00 － － 2,500.00 2,000.00  4,000.00 4,000.00  943 920 38.1 41.0 4.1 3.9 24年 3月期（予想） － －  － － －   －   （注）平成 24 年 3 月期の第 2 四半期末及び期末の配当については、未定であります。今後、配当予想額の開示が可能となった時点で速やかに開示いたします。  ３．平成 24 年 3 月期の連結業績予想（平成 23 年４月１日～平成 24 年３月 31 日） （％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり 当期純利益  百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円    ％ 円   銭 第 2 四半期（累計） 通    期 － － － － － － － － － － － － － － － － － －  （注）平成 24 年 3 月期の連結業績予想につきましては、東日本大震災及びそれに伴う電力制限等による経済活動や個人消費への影響及びこれらが当社グループ業績に与える影響を現段階で見通すことが難しいため、今後、慎重に精査させていただき、数値がまとまり次第開示いたします。 



    ４．その他 (1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 (2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 ① 会計基準等の改正に伴う変更  有 ② ①以外の変更   有 ※詳細は、添付資料２２ページ「（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び２７ページ「（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。    (3)発行済株式数（普通株式） ① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23 年 3 月期 247,371 株 22 年 3 月期 246,988 株 ② 期末自己株式数 23 年 3 月期 16,894 株 22 年 3 月期 11,837 株 ③ 期中平均株式数 23 年 3 月期 231,378 株 22 年 3 月期 237,139 株  （注）当社は当連結会計年度より従業員持株会信託を導入しております。当該信託にかかる従業員持株会信託口が所有する当社株式については、連結財務諸表において自己株式として会計処理しているため、23 年３月期「期末自己株式数」には、従業員持株会信託口が所有する当社株式の期末株式数2,057 株を含め、23 年３月期「期中平均株式数」からは、従業員持株会信託口が所有する当社株式の期中平均株式数 1,910 株を控除しております。 
    (参考)個別業績の概要  １.平成 23 年３月期の個別業績(平成 22 年４月１日～平成 23 年３月 31 日) (1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率）  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％    23 年 3 月期 22 年 3 月期 102,101 83,267 22.6 － 2,047 1,383 48.0 △22.2 3,391 2,026 67.4 4.2 1,075 △754 － －   １株当たり 当期純利益 潜在株式調整後 １株当たり当期純利益         円 銭 円 銭 23 年 3 月期 22 年 3月期 4,647 △3,181 52 46 4,643 － 89   (2)個別財政状態  総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産  百万円 百万円 ％ 円  銭 23 年 3 月期 22 年 3月期 62,315 59,276 17,977 18,529 28.8 31.3 78,000 78,799 85 04 (参考) 自己資本       23 年３月期         17,977 百万円  22 年３月期     18,529 百万円    ２．平成 24 年 3 月期の個別業績予想（平成 23 年 4 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日）                          （％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）   売上高 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益  百万円    ％ 百万円    ％ 百万円     ％  円  銭 第 2 四半期（累計） 通    期   －   － － － －    － － － －     － －     － －          －   （注）平成 24 年 3 月期の個別業績予想につきましては、東日本大震災及びそれに伴う電力制限等に よる経済活動や個人消費への影響及びこれらが当社業績に与える影響を現段階で見通すこと が難しいため、今後、慎重に精査させていただき、数値がまとまり次第開示いたします。    ※ 監査手続の実施状況に関する表示  この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きの対象外であり、この決算の開示時点 において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。   ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項  業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、  実際の業績には様々な要因によって予想値と異なる場合があります。前記の予想に関する事項について  は、添付資料２ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。  
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１．経営成績 （１）経営成績に関する分析 ①当期の経営成績 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策効果に加え、アジアを中心とした新興国経済の拡大を背景に、企業業績に持ち直しの動きがみられたものの、急速に進行した円高の影響や依然として厳しい雇用情勢などにより、先行き不透明な状況に変化なく景気の足踏み状態が続きました。さらに、平成 23年 3月に発生した東日本大震災により、わが国経済は計り知れない影響を受けることになりました。 当社グループを取り巻く環境は、期前半はエコカー減税・補助金や新興国での景気拡大を背景に国内での自動車生産の大幅な回復に加え、中国をはじめとするアジア地域での物流量が回復するなど、緩やかな回復傾向にありましたが、期後半には、エコカー補助金打切りによる自動車需要の低迷、航空運賃の値上げや震災の影響による自動車生産の停止などにより弱含みの状況となりました。 このような状況の下、当社グループは成長路線へ回帰すべく営業力の強化を図り、変革へチャレンジし、企業集団としての進化とさらなる拡大を目指すために「バンテック ビジネスプラン2010－2012」を策定し、①顧客志向に基づく商品力・マーケティング力強化、②事業インフラストラクチャー整備、③人材育成と活用、④ＣＳＲ活動の充実を重点施策として推進してまいりました。 まず、事業の変革としては、平成22年9月30日をもちまして、当社グループが営んでおりました重量機工事業及び引越事業から撤退し、同年10月1日付でグループ経営の効率化を図る目的で国内の子会社８社を国内４つの地域に分割して地域ごとに統合し、４社に再編・集約いたしました。このように、ここ数年の統合・再編などによる変革への取り組みを踏まえ、平成23年1月に「バンテックグループは、物流を科学し、私たちだけが提供できる付加価値を創造してグローバルに成長し続けます。」という新たな経営理念を策定し、これと同時に行動指針及びスローガンを刷新いたしました。 次に、業務の効率化を図るため、本社（横浜市）と日本橋オフィス（東京都中央区）に分散していた営業部門と本社機能を平成 22年 4月に川崎市に集約いたしました。また、新たな拠点として、チェンナイ（インド）と鄭州（中国）に自動車事業関連の物流センターを開設し、自動車以外の分野では平成 22年 6月に大黒物流センター（横浜市）を稼動し、大阪物流センターの平成 23年 4月の稼動に向けて準備をいたしました。 さらに、ＣＳＲ活動につきましては、「企業市民としてＣＳＲ活動の充実」を掲げ、その一環として、実践してきた様々な活動を振り返り、平成 23年 3月に初めて「ＣＳＲ報告書」として発表いたしました。 資本構成面では、当社は、株式会社日立物流の当社の株券等に対する公開買付け
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を受け、本公開買付けに賛同の意見表明を行い、その結果、同社は同年 4 月 26 日に 209,550 株を取得し、当社の親会社となりました。 当社は、米国において国際航空貨物利用運送手数料に関する集団訴訟の被告の一員となっておりましたが、平成 23年 4月 26日付で原告との和解に合意いたしました。 また、当社は米国司法省から燃油サーチャージ等に係る価格調整に関する調査を受けておりますが、将来発生しうる損失の現時点での見積額につきましても、独禁法関連引当金として計上することといたしました。 なお、東日本大震災では、仙台営業所が津波による壊滅的被害を受け、いわき出張所および関東の一部営業所においては倉庫内の荷崩れや建物等の一部損壊があり、一時的な業務停止となりましたが、人的被害はありませんでした。また、被災されたお客様の一部において操業停止となるなどの影響を受けましたが、当会計年度の経営業績には大きな支障をきたすことには至りませんでした。 以上の結果、当連結会計年度における連結売上高は、前連結会計年度に比べ183億１千８百万円、16.1％増収の1,319億２千万円となりました。 連結営業利益につきましては、前連結会計年度に比べ18億７千万円、44.3％増益の60億９千６百万円となりました。 連結経常利益につきましては、前連結会計年度に比べ16億７千６百万円、37.1％増益の61億９千９百万円となりました。 また、連結当期純利益につきましては、米国における集団訴訟の和解金および米国独禁法関連損失見込みとして13億１千９百万円の特別損失を計上したこと等の影響により、前連結会計年度に比べ２億２千９百万円、9.2％減益の22億５千９百万円にとどまりました。 
 前回公表時（平成 23 年４月 26 日）の連結業績予想に対する達成率は以下の通りです。                     （単位：百万円未満は切捨て） 
 平成 23年 3月期 平成 23年 4月 26日 達成率 
 実績 公表の予想業績  売上高 131,920 131,700 100.2% 営業利益 6,096 6,080 100.3% 経常利益 6,199 6,170 100.5% 当期純利益 2,259 2,210 102.2% 

 なお、期末配当金につきましては、１株当たり 2,000円を予定しております。 
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  ②セグメント別の状況 当連結会計年度における、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 なお、当連結会計年度より、マネジメントアプローチが導入された結果、報告セグメントをＡ．国内物流事業、Ｂ．国際物流事業、Ｃ．海外物流事業としています。従って、以下のＡからＣにおける増減説明については、比較のために前連結会計年度を当連結会計年度のセグメントベースに組み替えております。 Ａ．国内物流事業 国内物流事業につきましては、自動車事業関連は、期前半はエコカー補助金・減税の効果等により好調に推移し、期後半につきましてもエコカー補助金の打ち切りに加え、震災の影響等による落ち込みがあったものの、全般的には引き続き堅調に推移しました。一方、自動車事業関連以外は、大黒物流センターの立ち上げが増収に寄与いたしました。 この結果、当事業の売上高は、前連結会計年度に比べ 100億２百万円、13.0％増収の 866 億６千５百万円となり、営業利益につきましては、14 億５千４百万円、
66.4％増益の 36億４千５百万円となりました。 
 Ｂ．国際物流事業 国際物流事業につきましては、期前半は航空・海上貨物取扱量がいずれも前年実績を上回りました。期後半は航空輸出の伸び率が鈍化したものの、対前年では航空・海上貨物取扱量のいずれも依然として増加傾向で推移しました。しかしながら利益につきましては航空運賃の値上げ等の影響により減益となりました。 この結果、当事業の売上高は、前連結会計年度に比べ 32億５千８百万円、16.1％増収の 235 億４千８百万円となり、営業利益につきましては、１億２千８百万円、

10.6％減益の 10億８千９百万円となりました。 
 Ｃ．海外物流事業 海外物流事業につきましては、米州は対前年で若干の増収に留まりましたが、中国、東南アジアを中心に航空輸出貨物取扱量の増加や中国における自動車関連物流の増加により、大幅増収となりました。 この結果、当事業の売上高は、前連結会計年度に比べ 50億５千６百万円、30.4％増収の 217億５百万円となりました。営業利益につきましては、５億４千６百万円、
67.1％増益の 13億６千２百万円となりました。 

   ③次期の見通し     当社グループを取り巻く環境は、行き先不透明感がありますが、中国などの新興国経済の高成長を維持などで、世界経済は回復基調で推移するものと想定されます。一方、東日本大震災による影響は、今後日本経済ばかりではなく、世界経済にも様々な
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影響を与えるものと想定されます。 
       次期の（平成 24 年３月期）の連結業績予想につきましては、東日本大震災及びそれに伴う電力制限等による経済活動や個人消費への影響およびこれらが当社グループ業績に与える影響を現段階で見通すことが難しいため、今後、慎重に精査させていただき、数値がまとまり次第開示いたします。 
 （２）財政状態に関する分析   ①資産、負債および純資産の状況    当連結会計年度末における総資産は、有形固定資産の減少及び売掛金の減少等より、前連結会計年度末に比べ、８億９千３百万円減少の675億６千２百万円となりました。 負債合計は、借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べ10億４千９百万円減少の431億８千４百万円となりました。 純資産は、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比べ１億５千５百万円増加の243億７千７百万円となり、自己資本比率につきましては、前連結会計年度末に比べ0.6ポイント上昇の35.3％となりました。 

 ②キャッシュ・フローの状況 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により43億３千９百万円の増加、投資活動により8億１千７百万円の減少、財務活動により28億１千８百万円減少したため、前連結会計年度末に比べ４億７百万円増加し、
124億２千９百万円となりました。 
 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 当連結会計年度における営業活動の結果、増加した資金は、税金等調整前当期純利益  
39億５千６百万円、減価償却費15億６千万円等の増加要因、法人税等の支払額22億２千９百万円、退職給付引当金の減少額５億９千２百万円、売上債権の増加額４億２千８百万円等の減少要因により、43億３千９百万円となりました。 これは、前連結会計年度に比べると ５億１千２百万円の資金収入の減少となります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 当連結会計年度における投資活動の結果、減少した資金は、有形固定資産の取得による支出10億３千３百万円、無形固定資産の取得による支出４億６千８百万円等の要因により、８億１千７百万円となりました。 これは、前連結会計年度に比べると10億２千万円の資金支出の減少となります。 
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 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 当連結会計年度における財務活動の結果、長期借入れによる収入20億５千万円等の増加要因、長期借入金の返済による支出18億８千５百万円、短期借入金の純減額12億２千 ９百万円等の減少要因により、28億１千８百万円となりました。 これは、前連結会計年度に比べると３億７千９百万円の資金支出の増加となります。 
 キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。    

 平成 20年 3月期 平成 21年 3月期 平成 22年 3月期 平成 23年 3月期 自己資本比率（%） 34.8 34.1 34.7 35.3 時価ベースの 自己資本比率（%） 38.6 29.9 37.4 79.3 キャッシュ・フロー 対有利子負債比率 3.8 10.2 4.0 4.2 インタレスト・カバ レッジ・レシオ（倍） 19.0 9.1 22.8 23.4    自己資本比率              ：自己資本／総資産 時価ベースの自己資本比率        ：株式時価総額／総資産 キャッシュ・フロー対有利子負債比率   ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー インタレスト・カバレッジ・レシオ    ：営業キャッシュ・フロー／利払い    (注１) 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
(注２) 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
(注３) 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 （３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 当社は株主に対する利益還元を重要な政策と位置づけており、長期的な観点から競争力の維持・強化、また経営体質の強化も図りながら収益力の向上を通じて安定した利益還元に努めてまいります。 具体的な配当政策につきましては、上記の基本方針に基づき、連結業績、事業環境、資金需要等を勘案しながら、連結当期純利益の 30％を目標に利益還元を行なっていく方針であります。 当期につきましては、第 2四半期末の配当として１株当たり 2,000円を実施しておりますが、期末配当金につきましては、厳しい事業環境を踏まえつつ安定配当に努め、１
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株当たり 2,000円を予定しております。その結果、年間の１株当たりの配当金は、前期と同様の 4,000円を予定しております。 なお、内部留保につきましては、今後の事業拡大に向けたグローバル展開や顧客サービスの向上を目的とした設備投資等に活用し、安定的な経営基盤の確立を通じて企業価値の向上に努めてまいります。 次期の配当につきましては、次期の業績見通しの数値がまとまり次第同時に発表いたします。 
 （４）事業等のリスク 当社グループの経営成績および財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のある事項につきましては、以下のようなものがあります。当社グループでは、これらリスクの発生を十分に認識した上で、発生を極力回避し、また発生した場合に適切に対応を行うための努力を継続してまいります。 なお、文中の将来に関する事項は、平成 23年 5月 10日現在において当社グループが判断したものであります。   ①主要顧客への取引依存度について 当社グループの主要顧客であります日産自動車株式会社及び日産自動車グループへの売上実績は、連結売上高に対し日産自動車が概ね２割程度、同グループ全体で概ね３割程度となっております。 当社が統合いたしました旧株式会社バンテックは、その沿革としてもともと日産自動車株式会社の部品関連の輸送業務を目的に設立されました。そのため、日産自動車株式会社及び同グループ企業への売上依存度は高いものとなっております。 当社グループと各社とは良好な取引関係を維持しておりますが、各社との取引状況に何らかの変更があった場合、あるいは主要顧客の生産動向または輸出動向に大きな変動が生じた場合、当社グループの業績及び財務状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。 （注）日産自動車グループにおける当社の主な取引先は以下のとおりです。 日産自動車株式会社、日産車体株式会社、ジヤトコ株式会社、カルソニックカンセイ株式会社、日産トレーデイング株式会社、欧州日産自動車会社、英国日産自動車製造会社及び北米日産会社 

 ②国際展開について 当社グループは、陸・海・空にまたがるグローバルＳＣＭサービスプロバイダーとして、海外40 ヵ所余りの拠点を有し事業活動を展開しておりますが、サービスの対象である輸送品につきましては、世界経済の動向及び物品固有の需給関係の変動により、荷動きに大きな影響が出る可能性があります。 
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また、以下に掲げるような国際展開の共通リスクがあります。 ・各国政府の予期しない法律または規制の変更 ・社会、政治及び経済状況の変化または治安の悪化 ・輸送の遅延、電力等のインフラ障害 ・為替制限、為替変動 ・各種税制の不利な変更 ・移転価格税制による課税 ・保護貿易諸規制の発動 ・異なる商習慣による取引先の信用リスク等 ・異なる雇用制度、社会保険制度 ・労働環境の変化や人材の採用と確保の難しさ ・疾病の発生等 これらが顕在化した場合には、当社グループの業績及び財務状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
 ③燃油価格の高騰について 原油価格の高騰は、国内物流事業におきましてはトラックの燃料費上昇、国際物流事業においては仕入れ航空運賃の上昇等によって輸送原価率を一時的に上昇させ収益性を悪化させるリスクがあります。これらのリスクは、当社グループの業績及び財務状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
 ④物流事業に係る法的規制について 当社グループは、総合物流企業として運営する貨物自動車運送事業、倉庫業、港湾運送事業、利用航空運送事業、通関業などに関し、また排気ガスの抑制に関する諸規制、道路交通関連法規の規制、労働基準法の規制を含め各種の法的規制を受けております。 今後法的規制の見直し、変更が行われた場合には、追加費用負担により当社グループの業績及び財務状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
   ⑤独占禁止法による排除措置命令等について 当社は、平成20年4月16日から国際航空貨物利用運送に係る本体運賃、燃油サーチャージ等に関して、独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会より検査を受けておりましたが、平成21年3月18日、下記の排除措置命令および課徴金納付命令を受けました。   ・排除措置命令の内容     国際航空貨物利用運送業務に係る運賃および料金について、独占禁止法第3条の規定に違反する行為があったとし、以後同様の違反行為がおこなわれないよう必要な
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措置を採ることを命じられました。 
 ・課徴金納付命令の内容     納付すべき課徴金の額   4億1,789万円     納付期限         平成21年6月19日 
 課徴金については納付期限に全額を納付済みであります。 このような命令等を受けたことを厳粛に受け止め、法令、企業倫理遵守をさらに強化してまいります。しかしながら、本命令の内容を慎重に検討した結果、その内容に承服しがたいものがあるため、審判請求し、当社の考え方を申し述べ、公正な判断を求めております。 なお、この課徴金額は、保守的な経理処理として平成21年3月期において特別損失として引当計上しております。 
     米国における国際航空貨物利用運送手数料に関する集団訴訟につきましては、平成

23年4月26日付けで原告との和解に合意いたしました。   ・和解の内容     和解金 9.9百万USドル（8億4,100万円）     本件和解には、今後米国ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判所の承認が必要となります。 
 また米国司法当局により、航空貨物輸送業務に関わる燃油サーチャージ、セキュリティーチャージ等に関し、価格カルテルの容疑があるとして調査を受けております。将来発生しうる損失の現時点での見積額につきまして引当計上いたしました。   ・引当金計上額     3億7,000万円     なお、今後の調査の進展に伴い、上記見積額は、増減する可能性があります。 
 ⑥自然災害等について 当社グループは、物流センターを運営しており、自然災害発生時の対応マニュアル整備、バックアップ体制の構築と付保の充実に取組んでおります。 しかしながら、地震・風水害などの天災及び火災等が大規模に発生した場合には、これらの施策にもかかわらず当社グループの業績及び財務状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
 ⑦顧客等の情報の管理について 当社グループは、物流事業に際して顧客等の情報を取扱っており、コンプライアンスや個人情報管理の徹底等、社内教育を通じて情報管理に努めております。 
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また、個人情報の保護に関する法律の施行に合わせ、個人情報保護管理規程を定めて、グループ内への周知徹底も図っております。 しかしながら、情報の外部漏洩やデータ喪失等の事態が生じた場合、当社グループの社会的信用の低下を招くだけでなく、損害賠償請求を受ける可能性があります。 この場合には、当社グループの業績及び財務状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
 ⑧Ｍ＆Ａについて 当社グループは、既存の事業基盤を拡大するため、あるいは新たな事業への進出等のため、事業戦略の一環としてＭ＆Ａや資本提携を含む戦略的提携を行う可能性があります。 Ｍ＆Ａや戦略的提携に際しては十分な検討を行いますが、買収提携後の事業計画が当初計画通りに進捗しない場合には、当社グループの業績及び財務状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 
 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社 22社及び関連会社 4社で構成され、主に企業物流の分野を対象に、自動車、船舶、航空機と陸、海、空にわたる輸送モードで国内及び国際間の物流並びに流通加工等の関連サービスを提供しております。 主な事業内容は、①国内物流事業 ②国際物流事業 ③海外物流事業であり、当社及び関係会社の位置づけ並びに詳細については、下記のとおりであります。 
 ○ は、持分法適用会社 ●は､持分法非適用会社 
 

区分 概要 主な関係会社 国内物流事業 日本国内におけるコントラクト・ロジスティクス業務（主力の自動車部品から食品など一般消費財のトラック運送、倉庫運営業等）及び自動車関連の梱包・港運業務 
(株)バンテックセントラル 
(株)バンテックイースト 
(株)バンテックウエスト 
(株)バンテック九州 常盤海運(株) 日産エルティ九州(株) ※ ○(株)九州鉄鋼センター ●エヌ・エス・エー苅田(株)  国際物流事業 日本発着の航空・海上輸送のフォワーディング業務（混載メリットを活用し、航空機・船舶を利用し、ドア・ツー・ドアの輸送サービスを提供）、通関及び代理店業務 
 

海外物流事業 海外におけるロジスティクス及び航空・海上輸送のフォワーディング業務 米国バンテック ワールド トランスポート(株)  香港バンテック ワールド トランスポート(株) シンガポール バンテック ワールドトランスポート(株) オランダ バンテック ワールドトランスポート(株) マレーシア バンテック ワールドトランスポート(株) テイエーシーシーホールディングス(株) タイ バンテック ワールド トランスポート(株) 中国 バンテック ワールド トランスポート(株) 台湾 バンテック ワールド トランスポート(株) 上海 バンテック ワールド トランスポート(株) 広州 バンテック ワールド トランスポート(株) バンテックヨーロッパ(株) ヴィア・ロジスティクス(株) 武漢万友通物流有限公司 バンテック・ロジスティクス・メキシコ(株) バンテック・ロジスティクス・インド(株) ○ユーラシアロジスティクス社 ○ヴィア・トランス(株)  ※ 日産エルティ九州(株)は平成 23年４月 1日付で㈱バンテック九州に吸収合併しております。、 
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注：株式会社日立物流は、平成 23年 3月 10日から同年 4月 19日まで当社の株券等に対し公開買付けを実施し、同年 4月 26日に 209,550 株（持株比率 90.12％）を取得し、当社の親会社となりました。  
 

顧       客   
 

 

㈱バンテック      輸送等の                    輸出入に係      役務の                     る業務等の      提供                      役務の提供         業務管理        業務管理 
 （国内物流事業） 

(株)バンテックセントラル 
(株)バンテックイースト 
(株)バンテックウエスト ㈱バンテック九州 常盤海運(株) 日産エルティ九州(株) ※ ○(株)九州鉄鋼センター ●エヌ・エス・エー苅田(株) 
 

 

 

 （海外物流事業） 米国バンテック ワールド トランスポート(株)  香港バンテック ワールド トランスポート(株) シンガポール バンテック ワールドトランスポート
(株) オランダ バンテック ワールドトランスポート(株) マレーシア バンテック ワールドトランスポート
(株) テイエーシーシーホールディングス(株) タイ バンテック ワールド トランスポート
(株) 中国 バンテック ワールド トランスポート
(株) 台湾 バンテック ワールド トランスポート
(株) 上海 バンテック ワールド トランスポート
(株) 広州 バンテック ワールド トランスポート
(株) バンテックヨーロッパ(株) ヴィア・ロジスティクス(株) 武漢万友通物流有限公司 バンテック・ロジスティクス・メキシコ(株) バンテック・ロジスティクス・インド(株) ○ユーラシアロジスティクス社 ○ヴィア・トランス(株) 
 

   ※ 日産エルティ九州(株)は平成 23年４月 1日付で㈱バンテック九州に吸収合併しております。、 ○ は、持分法適用会社 ●は､持分法非適用会社 
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３３３３．．．．経営方針経営方針経営方針経営方針    （１）会社の経営の基本方針 当社グループの経営理念は、「バンテックグループは、物流を科学し、私たちだけが提供できる付加価値を創造してグローバルに成長し続けます。」であり、以下の６つの経営方針を掲げております。 ①収益力が高く、常に成長、進化を続ける ②現場力と技術力を磨き、質の高いサービスでお客様の信頼と満足を獲得する ③グループの総合力を活かす ④得意分野を活かし、自動車部品物流ではグローバル市場でのブランドを確立する ⑤人を活かし、人材を育てる ⑥健全で良き企業市民となる 
 （２）目標とする経営指標 当社グループは、収益性の指標として経常利益率、株主価値向上の指標としてＲＯＥ（純利益／自己資本）、また資産の効率性の指標としてＲＯＡ（経常利益／総資産）を重視しております。 連結売上高経常利益率 5％、連結ＲＯＥ15％、及び連結ＲＯＡ10％を安定的に確保できることを収益力強化の目標とし、業容の拡大と企業価値の向上を図ってまいります。 

 （３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 先の東日本大震災による今後の影響は不透明でありますが、事業環境は非常に厳しい情勢が続くことが予想され、今後の当社業績に多大の影響を与える可能性があり、事業計画の大幅な見直しを余儀なくされました。  このような厳しい状況の中、当社グループは企業体質の強化を図るとともに、営業力を高めて新たな成長を目指し、なお一層、グループをあげて事業環境の変化に即応してまいる所存です。引き続き「顧客志向に基づく商品力・マーケティング力強化」に注力し、ロジスティクスとフォワーディングの融合の深化によるハイブリッドなビジネスモデルの展開、主力事業である自動車部品物流における海外市場での展開の加速、非自動車分野における国内 3ＰＬ大型案件の受注拡大に取り組み、これらの基本戦略を着実に実行し、バンテックグループが一丸となって新たなる成長に向けて邁進してまいります。  また、新たに親会社となりました株式会社日立物流は、昭和 25 年に株式会社日立製作所の輸送業務を請負う物流子会社として創業し、物流情報システムの構築に早期から取り組み、企業の物流業務を包括的に受託するサービス（3ＰＬ）を充実させ、国内外の顧客に対して、総合的かつ高品質な物流サービスの提供を強化し、積極的な営業を展開しております。当社グループは、新たに日立物流グループの仲間入りを果たしたことにより、さらなるグローバルプレーヤーとして戦えるようになりました。 
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今後、当社グループは、日立物流グループとともに、システム物流（３ＰＬ）及びグローバル事業において、早期のシナジー効果を実現し、企業価値の向上を目指してまいります。具体的には、①自動車部品物流におけるプラットフォーム化による更なる国内深耕・拡大、②非自動車分野での協業による更なる営業力強化、③両社グローバルネットワーク共有による効率的運用と基盤強化（中国、アジア、北米、欧州）及び④両社共同プロジェクトによる未進出エリア（中東欧、南米等）への展開を実施し、中長期的に当社グループの企業価値の増大を図ってまいります。  さらに、ＣＳＲ活動の推進として当社グループ全体でコンプライアンスを徹底するとともに、環境についても管理体制を強化し、従業員一人ひとりが働きがいを持ち、能力を最大限に発揮できる企業を目指してまいります。  なお、平成 24年３月期を起点とするビジネスプランにつきましては、新たに親会社となった株式会社日立物流とのシナジー効果や、３月に発生しました東日本大震災の影響を見極めた上、まとまり次第、公表する予定であります。 
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４．連結財務諸表等

　(1) 連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度

(平成22年３月31日)

当連結会計年度

(平成23年３月31日)

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 12,032 12,439

　　受取手形及び売掛金 19,747 19,791

　　有価証券 8 8

　　貯蔵品 90 80

　　繰延税金資産 931 1,205

　　その他 1,913 1,986

　　貸倒引当金 △ 89 △ 103

　　流動資産合計 34,634 35,407

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物 19,990 19,603

　　　　減価償却累計額 △ 10,457 △ 10,671

　　　　建物及び構築物(純額) 9,532 8,931

　　　機械装置及び運搬具 4,198 4,149

　　　　減価償却累計額 △ 3,535 △ 3,232

　　　　機械装置及び運搬具(純額) 663 916

　　　土地 ※1 13,797 ※1 13,625

　　　建設仮勘定 2 3

　　　その他 1,741 1,656

　　　　減価償却累計額 △ 1,294 △ 1,256

　　　　その他(純額) 446 400

　　　有形固定資産合計 24,442 23,878

　　無形固定資産

　　　のれん 2,420 2,253

　　　その他 1,705 1,629

　　　無形固定資産合計 4,125 3,883

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ※4 548 ※4 530

　　　長期貸付金 12 27

　　　繰延税金資産 447 25

　　　差入保証金 3,079 2,796

　　　その他 ※4 1,229 ※4 1,137

　　　貸倒引当金 △ 91 △ 140

　　　投資その他の資産合計 5,226 4,376

　　固定資産合計 33,794 32,138

　繰延資産 27 16

　資産合計 68,456 67,562
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(単位：百万円)

前連結会計年度

(平成22年３月31日)

当連結会計年度

(平成23年３月31日)

負債の部

　流動負債

　　支払手形及び買掛金 11,035 10,790

　　短期借入金 8,189 6,972

　　1年内返済予定の長期借入金 1,823 5,539

　　未払法人税等 1,400 731

　　繰延税金負債 1 -

　　賞与引当金 1,623 1,484

　　役員賞与引当金 29 22

　　独禁法関連引当金 - 787

　　その他 3,410 4,809

　　流動負債合計 27,513 31,138

　固定負債

　　社債 2,000 2,000

　　長期借入金 7,254 3,698

　　長期預り金 ※1 838 ※1 860

　　長期未払金 829 714

　　繰延税金負債 197 1,996

　　再評価に係る繰延税金負債 1,922 -

　　退職給付引当金 2,897 2,304

　　役員退職慰労引当金 35 2

　　独禁法関連引当金 417 -

　　負ののれん 92 78

　　その他 234 391

　　固定負債合計 16,720 12,046

　負債合計 44,234 43,184

純資産の部

　株主資本

　　資本金 3,857 3,868

　　資本剰余金 13,775 13,789

　　利益剰余金 8,839 10,050

　　自己株式 △ 1,618 △ 2,232

　　株主資本合計 24,854 25,475

　その他の包括利益累計額

　　その他有価証券評価差額金 49 60

　　為替換算調整勘定 △ 1,182 △ 1,708

　　その他の包括利益累計額合計 △ 1,133 △ 1,647

　少数株主持分 501 549

　純資産合計 24,222 24,377

負債純資産合計 68,456 67,562
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　(2) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書　（連結損益計算書） (単位：百万円)前連結会計年度(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日) 当連結会計年度(自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日)売上高 113,601 131,920売上原価 95,910 112,390売上総利益 17,690 19,529販売費及び一般管理費 ※1 13,465 ※1 13,433営業利益 4,225 6,096営業外収益　受取利息 35 20　受取配当金 18 34　為替差益 143 152　負ののれん償却額 221 13　持分法による投資利益 30 31　その他 153 83　営業外収益合計 603 336営業外費用　支払利息 188 187  株式交付費償却 14 5　その他 103 40　営業外費用合計 305 233経常利益 4,522 6,199特別利益　固定資産売却益 ※3 34 ※3 190　投資有価証券売却益 17 1　受取和解金 ※2 220 -　その他 10 19　特別利益合計 282 211特別損失　固定資産売却損 ※4 4 ※4 8　固定資産除却損 ※5 158 ※5 47　減損損失 ※6 121 ※6 171　賃貸借契約解約損 145 -　退職特別加算金 330 -　転籍加算金 - 586　支払和解金等 - 949　独禁法関連引当金繰入額 - 370　事業再編損 - 87　資産除去債務会計基準の適用に伴う　影響額 - 19　その他 250 214　特別損失合計 1,011 2,454税金等調整前当期純利益 3,794 3,956法人税、住民税及び事業税 1,505 1,578法人税等還付税額 △ 65 -法人税等調整額 △ 189 13法人税等合計 1,250 1,591少数株主損益調整前当期純利益 - 2,365少数株主利益 55 106当期純利益 2,488 2,25917
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　　　(連結包括利益計算書) (単位：百万円)前連結会計年度(自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日) 当連結会計年度(自 平成22年４月１日　至 平成23年３月31日)少数株主損益調整前当期純利益 - 2,365その他の包括利益　その他有価証券評価差額金 - 11　為替換算調整勘定 - △ 498　持分法適用会社に対する持分相当額 - △ 50　その他の包括利益合計 - △ 538包括利益 - 1,827（内訳）　親会社株主に係る包括利益 - 1,745　少数株主に係る包括利益 - 82

18

株式会社バンテック（9382）　平成23年3月期　決算短信



　(3) 連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度

(自 平成21年4月1日

　至 平成22年3月31日)

当連結会計年度

(自 平成22年4月1日

　至 平成23年3月31日)

株主資本

　資本金

　　前期末残高 3,851 3,857

　　当期変動額

　　　新株の発行 6 10

　　　当期変動額合計 6 10

　　当期末残高 3,857 3,868

　資本剰余金

　　前期末残高 13,769 13,775

　　当期変動額

　　　新株の発行 6 10

　　　自己株式の処分 - 3

　　　当期変動額合計 6 13

　　当期末残高 13,775 13,789

　利益剰余金

　　前期末残高 7,090 8,839

　　当期変動額

　　　剰余金の配当 △ 713 △ 1,047

　　　当期純利益 2,488 2,259

　　　連結範囲の変動 △ 26 △ 1

　　　当期変動額合計 1,748 1,210

　　当期末残高 8,839 10,050

　自己株式

　　前期末残高 △ 1,236 △ 1,618

　　当期変動額

　　　自己株式の取得 △ 382 △ 670

　　　自己株式の処分 - 56

　　　当期変動額合計 △ 382 △ 613

　　当期末残高 △ 1,618 △ 2,232

      19
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(単位：百万円)

前連結会計年度

(自 平成21年4月1日

　至 平成22年3月31日)

当連結会計年度

(自 平成22年4月1日

　至 平成23年3月31日)

　株主資本合計

　　前期末残高 23,474 24,854

　　当期変動額

　　　新株の発行 13 21

　　　剰余金の配当 △ 713 △ 1,047

　　　当期純利益 2,488 2,259

　　　自己株式の取得 △ 382 △ 670

　　　自己株式の処分 - 59

　　　連結範囲の変動 △ 26 △ 1

　　　当期変動額合計 1,379 621

　　当期末残高 24,854 25,475

その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金

　　前期末残高 12 49

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 36 11

　　　当期変動額合計 36 11

　　当期末残高 49 60

　為替換算調整勘定

　　前期末残高 △ 1,382 △ 1,182

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 200 △ 526

　　　当期変動額合計 200 △ 526

　　当期末残高 △ 1,182 △ 1,708

　その他の包括利益累計額合計

　　前期末残高 △ 1,369 △ 1,133

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 236 △ 514

　　　当期変動額合計 236 △ 514

　　当期末残高 △ 1,133 △ 1,647

少数株主持分

　前期末残高 455 501

　当期変動額

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 45 48

　　当期変動額合計 45 48

　当期末残高 501 549

純資産合計

　前期末残高 22,560 24,222

　当期変動額

　　新株の発行 13 21

　　剰余金の配当 △ 713 △ 1,047

　　当期純利益 2,488 2,259

　　自己株式の取得 △ 382 △ 670

　　自己株式の処分 - 59

　　連結範囲の変動 △ 26 △ 1

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 281 △ 465

　　当期変動額合計 1,661 155

　当期末残高 24,222 24,377

      20
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　(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 (単位：百万円)前連結会計年度(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日) 当連結会計年度(自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日)営業活動によるキャッシュ・フロー　税金等調整前当期純利益 3,794 3,956　減価償却費 1,517 1,560　減損損失 121 171　のれん償却額（△は負ののれん償却額） △ 31 156　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 71 70　賞与引当金の増減額（△は減少） 515 △ 130　役員賞与引当金の増減額（△は減少） 29 △ 7　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 461 △ 592　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16 △ 32　独禁法関連引当金の増減額（△は減少） - 370　受取利息及び受取配当金 △ 54 △ 55　支払利息 188 187　持分法による投資損益（△は益） △ 30 △ 31　固定資産売却損益（△は益） △ 29 △ 182　固定資産除却損 158 47　投資有価証券評価損益（△は益） 48 54　投資有価証券売却損益（△は益） 22 △ 1　受取和解金 △ 220 -　支払和解金等 - 949　売上債権の増減額（△は増加） △ 3,148 △ 428　差入保証金の増減額（△は増加） △ 380 267　仕入債務の増減額（△は減少） 2,340 △ 55　未払消費税等の増減額（△は減少） 37 168　長期未払金の増減額（△は減少） △ 96 △ 115　その他 735 332　小計 5,001 6,660　和解金の受取額 220 -　公正取引委員会課徴金の支払額 △ 417 -　利息及び配当金の受取額 101 93　利息の支払額 △ 212 △ 185　法人税等の支払額 159 △ 2,229　営業活動によるキャッシュ・フロー 4,852 4,339投資活動によるキャッシュ・フロー　有価証券の取得による支出 - △ 1,499　有価証券の償還による収入 - 1,499　有形固定資産の取得による支出 △ 1,471 △ 1,033　有形固定資産の売却による収入 66 738　有形固定資産の除却による支出 △ 26 △ 27　無形固定資産の取得による支出 △ 501 △ 468　無形固定資産の売却による収入 1 -　投資有価証券の取得による支出 △ 1 △ 0　投資有価証券の売却による収入 90 2　関係会社株式の取得による支出 △ 89 △ 27　関係会社株式の売却による収入 88 -　貸付けによる支出 △ 20 △ 39　貸付金の回収による収入 11 21　その他 14 16　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,838 △ 817財務活動によるキャッシュ・フロー　短期借入金の純増減額（△は減少） △ 2,822 △ 1,229　長期借入れによる収入 1,606 2,050　長期借入金の返済による支出 △ 35 △ 1,885　リース債務の返済による支出 △ 102 △ 106　株式の発行による収入 13 21　自己株式の取得による支出 △ 382 △ 670　自己株式の売却による収入 - 59　配当金の支払額 △ 713 △ 1,047　少数株主への配当金の支払額 △ 2 △ 10　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,438 △ 2,818現金及び現金同等物に係る換算差額 114 △ 297現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 689 405現金及び現金同等物の期首残高 11,292 12,022連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 41 1現金及び現金同等物の期末残高 ※1 12,022 ※1 12,429     21
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（５）継続企業の前提に関する注記     該当事項はありません。  （６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 項目 前連結会計年度 (自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日) 当連結会計年度 (自 平成22年４月１日   至 平成23年３月31日) １ 連結の範囲に関する事項  (1)連結子会社数   27社 主要な連結子会社の名称は、「企業集団の 状況」に記載のとおりであります。 (1)連結子会社数   22社 主要な連結子会社の名称は、「企業集団の 状況」に記載のとおりであります。             
(2) 連結範囲の異動状況 （連結子会社の増加） バンテック･ロジスティクス･メキシコ㈱ バンテック･ロジスティクス･インド㈱ （連結子会社の減少） ㈱バンテック バンテックワールドトランスポート㈱ ㈱VZ 物流 ㈱湘南バンテック 英国バンテックワールドトランスポート㈱ 

(2) 連結範囲の異動状況 （連結子会社の増加） ㈱バンテック九州 （連結子会社の減少）  池田運輸㈱  ㈱ロジメイト  ㈱バンテックゼットロジ  ㈱バンテックテクノサービス  栄運輸㈱ テイシーシーサービス㈱  (3)非連結子会社はありません。  (3)非連結子会社はありません。 ２ 持分法の適用に 関する事項 (1) 持分法適用の関連会社数  ３社 持分法適用の関連会社の名称は、「企業集団の状況」に記載のとおりであります。 同 左   (2) 持分法非適用の会社の名称等 エヌ・エス・エー苅田㈱  (持分法の範囲から除いた理由）   持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 
 同 左 

 (3) 持分法適用範囲の異動状況 （持分法適用会社の減少）  ㈱神奈川バンテック (3)           ３ 連結子会社の 事業年度等に 関する事項 連結子会社のうち、決算日が 12 月 31 日の会社については、連結財務諸表の作成にあたって、同決算日現在の財務諸表を使用しております。 また、いずれの会社も連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
同  左  

４ 会計処理基準に 関する事項 (1) 重要な資産の 評価基準及び 評価方法   ① 有価証券 その他有価証券 時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく 時価法 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）  時価のないもの    移動平均法による原価法 
  ① 有価証券 その他有価証券 時価のあるもの   同  左      時価のないもの     同  左 
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  項目 前連結会計年度 (自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 当連結会計年度 (自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)  ② たな卸資産   主として最終仕入原価法 （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） ② たな卸資産     同  左    ③ デリバティブ   時価法 ③ デリバティブ     同  左 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産（リース資産を除く） 主として定率法を採用しております。但し、平成 10 年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）は定額法を採用しております。 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一基準を採用しております。 また、在外連結子会社については、主として経済的耐用年数に基づいた定額法によっております。  
① 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。   （会計方針の変更）  従来、当社及び国内連結子会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、平成 10 年 4 月 1 日以降取得の建物（建物附属設備を除く）を除き、定率法を採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に変更いたしました。 この変更は、平成 22 年 4月より開始したビジネスプランに基づき、今後、海外事業の比重が高まることが見込まれ、全社の有形固定資産に占める海外連結子会社の有形固定資産の重要性が増すと予想されることから、これを契機に、当社及び国内連結子会社の有形固定資産の稼働状況を検討したところ、稼働状況に見合う償却方法として定額法が適切となったために実施したものであります。海外事業の重要性が増す反面、国内事業は売上が飛躍的に増大する局面から安定局面に入り、国内事業に係る有形固定資産については、将来にわたって経済的便益の安定的、平均的な費消が予想されます。このような費消パターンを反映する方法は定額法であると考えられるため、定額法への変更を行いました。また、連結会社の会計方針の統一を図ることも変更理由の一つであります。  この変更により、従来の方法によった場合に比べ、減価償却費は 116 百万円減少し、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益は 116 百万円増加しております。     
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 項目 前連結会計年度 (自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日) 当連結会計年度 (自 平成22年４月１日   至 平成23年３月31日)  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。 但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 ② 無形固定資産（リース資産を除く）  同  左  ③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、当社及び国内連結子会社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
③ リース資産   同  左  

(3) 重要な繰延資産の処理方法  ① 株式交付費 支出時から３年にわたり定額償却しております。 ①              ② 社債発行費 支出時から償還期間にわたり定額償却しております。 ② 社債発行費 同  左 (4) 重要な引当金の 計上基準 ① 貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 また在外連結子会社につきましては、主として個別債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
① 貸倒引当金 同  左  

 ② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 ② 賞与引当金 同  左  ③ 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支出見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。 ③ 役員賞与引当金     同  左 
 

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を費用処理しております。 数理計算上の差異については、発生連結会計年度の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を発生の翌連結会計年度より費用処理することとしております。 
④ 退職給付引当金     同  左 

 （会計方針の変更）   当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その3）」（企業会計基準第19号 平成20年７月31日）を適用しております。 これによる当連結会計年度の損益への影響はありません。 
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 項目 前連結会計年度 (自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 当連結会計年度 (自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)  ⑤ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。  ⑤ 役員退職慰労引当金  同  左  ⑥ 独禁法関連引当金 独占禁止法第３条の規定の違反に係る課徴金支払いの将来的なリスクに備えるため、課徴金納付命令に基づいた見積額を計上しております。 ⑥ 独禁法関連引当金   独占禁止法第３条の規定の違反に係る課徴金支払いの将来的なリスクに備えるため、課徴金納付命令に基づいた見積額を計上しております。 また、米国司法当局より、国際航空貨物輸送業務に係る燃油サーチャージ等の価格調整に関して調査を受けており、当該調査の結果による課徴金支払いの将来的なリスクに備えるため、予想される支払額を見積り計上しております。 (5) 重要な外貨建の 資産又は負債の 本邦通貨への 換算基準 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。 
同 左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法   金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。 ② ヘッジ手段とヘッジ対象   ヘッジ手段・・・金利スワップ   ヘッジ対象・・・借入金金利 ③ ヘッジ方針   金利変動のリスクを回避するために金利スワップ取引を行っております。取引の実行に当たっては、当社の内規である「金利デリバティブ管理規程」に従い、取締役会の承認を受けております。 ④ ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。 

① ヘッジ会計の方法 同  左   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 同  左  ③ ヘッジ方針 同  左     ④ ヘッジ有効性評価の方法 同  左  (7) のれんの償却方法及び償却期間                   のれん及び負ののれんは、のれんが発生した都度、かつ、子会社ごとに判断し、その金額の重要性が乏しい場合を除き、子会社の実態に基づいた適切な償却期間（５年から20年）において定額法により償却しております。    
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 項目 前連結会計年度 (自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 当連結会計年度 (自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) (8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲                   連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 (9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 消費税等の処理方法  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 消費税等の処理方法  同 左  ５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。                 ６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項  のれん及び負ののれんは、のれんが発生した都度、かつ、子会社ごとに判断し、その金額の重要性が乏しい場合を除き、子会社の実態に基づいた適切な償却期間（５年から20年）において定額法により償却しております。 
                

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 前連結会計年度 (自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日) 当連結会計年度 (自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)                          
(会計処理の原則の変更) ・資産除去債務に関する会計基準の適用 当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月 31 日）を適用しております。  これにより、営業利益及び経常利益が 8 百万円減少し、税金等調整前当期純利益が 27 百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 96 百万円であります。  ・持分法に関する会計基準及び持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用   当連結会計年度より「持分法に関する会計基準」  （企業会計基準第 16 号 平成 20 年 3 月 10 日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第 24 号 平成20 年 3 月 10 日）を適用しております。   これによる損益に与える影響はありません。  ・企業結合に関する会計基準等の適用   当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21号 平成 20年 12月 26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第 23 号 平成 20 年 12 月 26 日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第 7 号 平成 20 年 12 月 26 日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第 16 号 平成 20 年 12 月 26日公表分）、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 20 年 12 月 26 日）を適用しております。   
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（８）表示方法の変更 前連結会計年度 (自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日) 当連結会計年度 (自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)  (連結キャッシュ・フロー計算書) 財務活動によるキャッシュ・フローの「リース債務の返済による支出」は、前連結会計年度まで「その他」で表示しておりましたが、金額的重要性が増したため、区分掲記しております。  なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「リース債務の返済による支出」は、△15百万円であります。                       
                            （連結損益計算書関係）   当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年3月24日 内閣府令第5号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。   
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 （９）追加情報 前連結会計年度 (自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日) 当連結会計年度 (自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)                     （包括利益計算書関係）  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年6月30日）を適用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。  (信託型従業員持株制度に関する会計処理)  当社は、平成 22 年 4 月 23 日開催の取締役会において、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的として、信託を活用した従業員持株制度（以下、「本制度」といいます。）の導入を決議し、平成 22 年 5 月 12 日開催の取締役会においてその詳細を決議いたしました。  本制度は、「バンテックグループ従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入する従業員を対象に、当社の自己株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。   今後５年間にわたり持株会が取得する見込みの当社の自社株式を、本制度を実施するための信託（以下、「本信託」といいます。）の受託者である信託銀行が予め一括して取得し、持株会の株式取得に際して当社株式を売却していきます。信託終了時までに、信託銀行が持株会への売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する当社従業員持株会会員に分配します。また当社は、信託銀行が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当社株価の下落により当該株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済することとなります。  当社株式の取得・処分については、当社が本信託の債務を保証しており、経済的実態を重視した保守的な観点から、当社と本信託は一体であるという会計処理を行っております。従いまして、本信託が所有する当社株式や本信託の資産及び負債並びに費用及び収益についても連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に含めて計上しております。なお、当連結会計年度末に本信託が所有する株式は 2,057 株であります。    
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 （１０）連結財務諸表に関する注記事項  （連結貸借対照表関係） 前連結会計年度 (平成22年 3月31日) 当連結会計年度 (平成23年 3月31日) ※1 担保資産 ① 担保資産  土地 792 百万円  (190    〃 ) ② 担保付債務 長期預り金 318 百万円 注)上記の( )内書は抵当権を設定した金額を示しております。 
※1 担保資産 ① 担保資産  土地 792 百万円  (190    〃 ) ② 担保付債務 長期預り金 318 百万円 注)上記の( )内書は抵当権を設定した金額を示しております。 2 偶発債務 債権流動化による手形譲渡高    444百万円  2                              3 債務保証  以下の連結子会社以外の相手先の金融機関からの借入金に対して債務保証を行っております。これは連結外の他4社との連帯保証であります。  京浜地区運輸事業共同組合 159百万円 

3 債務保証  以下の連結子会社以外の相手先の金融機関からの借入金に対して債務保証を行っております。これは連結外の他4社との連帯保証であります。  京浜地区運輸事業共同組合 142百万円 ※4 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。   投資有価証券（株式） 191 百万円 その他（出資金） 421 〃   ※4 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。   投資有価証券（株式） 211 百万円 その他（出資金） 343 〃    
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 (連結損益計算書関係) 前連結会計年度  (自 平成21年 4月 1日  至 平成22年 3月31日) 当連結会計年度  (自 平成22年 4月 1日  至 平成23年 3月31日) ※1 販売費及び一般管理費の主なもの 支払手数料 810 百万円 役員報酬 556 〃 給与手当 6,136 〃 法定福利費 961 〃 役員賞与引当金繰入額 29 〃 賞与引当金繰入額 540 〃 退職給付費用 214 〃 のれんの償却額 190 〃  
※1 販売費及び一般管理費の主なもの 支払手数料 1,004 百万円 役員報酬 676 〃 給与手当 6,049 〃 法定福利費 963 〃 役員賞与引当金繰入額 22 〃 賞与引当金繰入額 669 〃 退職給付費用 188 〃 のれんの償却額 170 〃  ※2 係争事件の解決に伴う和解金（弁護士費用控除後）であります。   ※2                 ※3 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 機械装置及び運搬具 34 百万円 その他 0 〃 計 34 〃  ※3 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 建物及び構築物 1 百万円 機械装置及び運搬具 22  土地 167  その他 0 〃 計 190 〃  ※4 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 建物及び構築物 0 百万円 機械装置及び運搬具 4 〃 その他 0 〃 計 4 〃     
※4 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 建物及び構築物 2 百万円 機械装置及び運搬具 1 〃 その他 4 〃 計 8 〃  ※5 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 建物及び構築物 130 百万円 機械装置及び運搬具 2 〃 その他 25 〃 計 158 〃  ※5 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 建物及び構築物 20 百万円 機械装置及び運搬具 6 〃 その他 20 〃 計 47 〃     
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 前連結会計年度  (自 平成21年 4月 1日  至 平成22年 3月31日) 当連結会計年度  (自 平成22年 4月 1日  至 平成23年 3月31日) ※6 当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 （単位：百万円）  用途 種類 地域 減損損失 事務所 （本社） 建物等 神奈川県 横浜市 56 事務所 （営業部門） 建物等 東京都 中央区 22 物流倉庫 （船橋） 建物、 ソフトウェア等 千葉県 船橋市 35 事務所 （栄運輸㈱） 建物等 兵庫県 尼崎市 7        計  121 当社グループは、管理会計上の区分をもとに投資の意思決定を行う際の単位を基準として、資産グルーピングを行っております。 当社は、当連結会計年度において、本社移転及び営業部門集約の意思決定をし、その本社及び営業部門の資産のうち、将来の使用見込みがなく廃棄することが決定されたものについては、残存帳簿価額を減損損失として計上しました。 当社の物流倉庫（船橋）は、前連結会計年度に吸収合併しました㈱バンテック・RFソリューションズの資産について、超過収益力が見込めなくなったことから、残存帳簿価額を減損損失として計上しました。 連結子会社である栄運輸㈱は、当連結会計年度において、営業活動を停止し、清算する事が決定されており、残存帳簿価額を減損損失として計上しました。  

※6 当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 （単位：百万円）  用途 種類 地域 減損損失 物流倉庫 （いわき） 建物等 福島県 いわき市 85 物流倉庫 （船橋） ソフトウェア その他等 千葉県 船橋市 20 物流倉庫 （座間） 車両運搬具等 神奈川県 座間市 23 事務所 （㈱ﾊﾞﾝﾃｯｸ ｾﾝﾄﾗﾙ） 建物等 神奈川県 横浜市 37 保養所 （常盤海運㈱） 建物 神奈川県 足柄下郡 5             計  171 当社グループは、管理会計上の区分をもとに投資の意思決定を行う際の単位を基準として、資産グルーピングを行っております。 当社の物流倉庫（いわき、船橋、座間）は、営業損益が継続してマイナスであることにより、減損損失を計上しました。 連結子会社である㈱バンテックセントラルは、平成22年10月1日の子会社再編により連結子会社である池田運輸㈱を吸収し、池田運輸㈱の本社機能移転により本社建物が不要となりましたので、減損損失を計上しております。 連結子会社である常盤海運㈱は、保養所の設備が老朽化したため、減損損失を計上しました。 なお、各資産の回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないため、零と評価しております。  
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（連結株主資本等変動計算書関係） 前連結会計年度 (自 平成 21 年 4 月 1 日  至 平成 22 年 3 月 31 日) １．発行済株式の種類及び総数について 株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 普通株式（株） 246,608 380 ― 246,988   （注）普通株式の発行済株式数の増加 380 株は、新株予約権の行使によるものであります。 ２．自己株式の種類及び総数について 株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 普通株式（株） 8,635 3,202 ― 11,837   （注）普通株式の自己株式の増加 3,202 株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。  ３．新株予約権に関する事項について       連結財務諸表規則第 79条により新株予約権の目的となる株式の種類及び数の記載を省略しております。 なお、新株予約権の連結会計年度末残高はありません。    ４．配当に関する事項について （１）配当金支払額 決議 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 1 株当たり 配当額（円） 基準日 効力発生日 平成 21 年 6 月 3 日 取締役会 普通株式 356 1,500 平成 21年３月 31日平成 21 年６月 25 日平成 21年 11月 10日 取締役会 普通株式 356 1,500 平成 21年９月 30日平成 21 年 12 月９日 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 （百万円） 1 株当たり 配当額（円） 基準日 効力発生日 平成 22 年 6 月 2 日 取締役会 普通株式 利益剰余金 587 2,500 平成 22年３月 31日平成 22 年６月 24 日   
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当連結会計年度 (自 平成 22 年 4 月 1 日  至 平成 23 年 3 月 31 日) １．発行済株式の種類及び総数について 株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 普通株式（株） 246,988 383 - 247,371  （注）普通株式の発行済株式数の増加 383 株は、新株予約権の行使によるものであります。  ２．自己株式の種類及び総数について 株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 普通株式（株） 11,837 5,539 482 16,894  （注）普通株式の自己株式の増加 5,539 株のうち 3,000 株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得によるものであり、2,539 株は従業員持株会信託口の当社株式の購入によるものであります。また、普通株式の自己株式の減少 482数は、従業員持株会信託口の当社株式の売却によるものであります。上記の当連結会計年度末自己株式数 16,894株には、従業員持株会信託口の所有する当社株式 2,057 株が含まれております。  ３．新株予約権に関する事項について       連結財務諸表規則第 79条により新株予約権の目的となる株式の種類及び数の記載を省略しております。 なお、新株予約権の連結会計年度末残高はありません。    ４．配当に関する事項について （１）配当金支払額 決議 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 1 株当たり 配当額（円） 基準日 効力発生日 平成 22 年 6 月 2 日 取締役会 普通株式 587 2,500 平成 22年３月 31日平成 22 年６月 24 日平成 22 年 11 月 8 日 取締役会（注） 普通株式 459 2,000 平成 22年９月 30日平成 22 年 12 月９日（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金４百万円を含めておりません。これは、 従業員持株会が保有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。  （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 （百万円） 1 株当たり 配当額（円） 基準日 効力発生日 平成 23 年 6 月 1 日 取締役会（予定） 普通株式 利益剰余金 460 2,000 平成 23年３月 31日平成23年 6月 23日  （注）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金４百万円を含めておりません。これは、従業員持株会が保有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係)  前連結会計年度 (自 平成21年 4月 1日 至 平成22年 3月31日) 当連結会計年度 (自 平成22年 4月 1日 至 平成23年 3月31日) ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 現金及び預金 12,032 百万円預入期間3か月超の定期預金 △18 〃 有価証券 8 〃 現金及び現金同等物 12,022 百万円   
※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 現金及び預金 12,439 百万円預入期間3か月超の定期預金 △18 〃 有価証券 8 〃 現金及び現金同等物 12,429 百万円       
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（セグメント情報等） ① 事業の種類別セグメント情報 前連結会計年度(自 平成21年 4月 1日 至 平成22年 3月31日) （単位：百万円）  国内物流事業 国際物流事業 その他の事業 計 消去又は 全社 連結 Ⅰ 売上高及び営業損益 売上高       (1) 外部顧客に 対する売上高 73,337 36,939 3,325 113,601 ― 113,601 (2) セグメント間の内部 売上高又は振替高 180 163 6,283 6,627 (6,627) ― 計 73,517 37,102 9,608 120,229 (6,627) 113,601 営業費用 71,461 35,066 9,478 116,006 (6,629) 109,376 営業利益 2,056 2,036 130 4,222 2 4,225 Ⅱ 資産、減価償却費、 減損損失及び資本的支出       資産  41,898 16,962 2,442 61,304 7,152 68,456   減価償却費 1,062 339 20 1,423 ― 1,423   減損損失 91 22 7 121 ― 121   資本的支出 1,728 284 51 2,065 ― 2,065 (注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 ２ 各事業の主なサービス内容 (1) 国内物流事業： 自動車部品のトラック輸送、納入代行、倉庫保管及び流通加工、飲料・食品の保管、配送及びトラック輸送、自動車部品の梱包作業、トラックリース事業、完成車両の港湾運送 (2) 国際物流事業：航空輸送、海上輸送の輸出入業務、通関及び代理店業務並びに海外における               トラック輸送及び倉庫保管 (3) その他の事業：重量物の分解、組立、運搬及び据付作業を行う事業、引越業務、人材派遣業  ３ 減価償却費には、長期前払費用分（74百万円）及び繰延資産分（19百万円）が含まれておりません。     ４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、8,446 百万円であり、その主なものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金、預金及び有価証券）、管理部門に係る資産等と繰延税金資産であります。 
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② 所在地別セグメント情報 前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) （単位：百万円）    日本 米州 欧州 アジア 計 消去又は 全社 連結 Ⅰ 売上高及び営業損益               売上高               (1) 外部顧客に 対する売上高 96,952 2,507 3,537 10,604 113,601 ― 113,601 (2) セグメント間の内部 売上高又は振替高 151 36 1 45 234 (234) ― 計 97,103 2,543 3,538 10,650 113,835 (234) 113,601 営業費用 93,696 2,530 3,356 10,029 109,612 (236) 109,376 営業利益 3,407 13 181 620 4,222 2 4,225 Ⅱ 資産 52,038 958 2,558 5,232 60,787 7,669 68,456 (注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 ２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 (1) 米 州････米国 (2) 欧 州････英国、オランダ (3) アジア････中国、シンガポール、タイ、マレーシア  ③ 海外売上高  前連結会計年度(自 平成21年 4月 1日 至 平成22年 3月31日) （単位：百万円）  米州 欧州 アジア他 計 Ⅰ 海外売上高 3,138 4,529 8,015 15,683 Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 113,601 Ⅲ 連結売上高に占める 海外売上高の割合(％) 2.8 4.0 7.1 13.9 (注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 ２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 (1) 米  州・・・・米国、メキシコ、ブラジル、ウルグアイ (2) 欧  州・・・・英国、オランダ、ハンガリー、ドイツ、スイス、フランス、スペイン、チェコ (3) アジア他・・・・中国、タイ、マレーシア、シンガポール、香港、台湾、韓国、バーレーン ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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【セグメント情報】   １．報告セグメントの概要    当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。    当社は、本社に経営企画部を置き国内外のグループ事業戦略の立案と事業活動の統括をするとともに、サービスと地域に基づく事業部制の下で、ロジスティクス事業とフォワーディング事業を行っています。   国内連結子会社はそれぞれ独立した経営単位であり、関連した事業本部と密接に連携しながらロジスティクス事業を展開しております。一方、海外の連結子会社もまたそれぞれ独立した経営単位でありますが、海外全体ではロジスティクス事業とフォワーディング事業を展開しております。    従って、当社グループの事業は国内のロジスティクス事業、国内のフォワーディング事業、海外のロジスティクス事業とフォワーディング事業、というサービスと地域を組み合わせた 3つのセグメントから構成されており、これらをそれぞれ「国内物流」、「国際物流」及び「海外物流」として報告セグメントにしております。    「国内物流」は日本国内でのロジスティクス事業、「国際物流」は日本国内から海外への輸出及び海外から日本国内への輸入フォワーディング事業、「海外物流」は在外子会社からなるロジスティクス事業とフォワーディング事業を展開しております。  ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失及び資産その他の項目の金額の算定方法 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益をベースとした数値であります。  ３．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失及び資産その他項目の金額に関する情報    前連結会計年度(自 平成21年 4月 1日 至 平成22年 3月31日) （単位：百万円）  報告セグメント  国内物流 国際物流 海外物流 計 調整額 連結財務諸表計上額 売上高       外部顧客への売上高 76,662 20,290 16,649 113,601 ― 113,601 セグメント間の内部 売上高又は振替高 850 315 66 1,231 Δ1,231 ― 計 77,512 20,605 16,715 114,832 Δ1,231 113,601 セグメント利益 2,190 1,219 815 4,224 1 4,225 セグメント資産  43,091 8,961 8,760 60,814 7,642 68,456 その他の項目         減価償却費 1,083 107 233 1,423 ― 1,423 有形固定資産及び 無形固定資産の増加額 1,780 138 147 2,065 ― 2,065            
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当連結会計年度(自 平成22年 4月 1日 至 平成23年 3月31日) （単位：百万円）  報告セグメント  国内物流 国際物流 海外物流 計 調整額 (注) 連結財務諸表計上額 売上高       外部顧客への売上高 86,665 23,548 21,705 131,920 ― 131,920 セグメント間の内部 売上高又は振替高 703 173 93 969 Δ969 ― 計 87,368 23,721 21,798 132,889 Δ969 131,920 セグメント利益 3,645 1,089 1,362 6,097 Δ1 6,096 セグメント資産  41,905 8,000 8,885 58,791 8,770 67,562 その他の項目         減価償却費 1,196 84 231 1,511 ― 1,511 有形固定資産及び 無形固定資産の増加額 1,270 22 260 1,552 ― 1,552  (注) １ セグメント利益の調整額Δ1百万円は、セグメント間取引消去であります。 ２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 ３ 減価償却費には、長期前払費用分（37百万円）及び繰延資産分（11百万円）が含まれておりません。     ４ 資産のうち調整額に含めた全社資産の金額は、9,746 百万円であり、その主なものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）、管理部門に係る資産等と繰延税金資産であります。     （追加情報） 当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 平成 21 年 3 月27 日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 20号 平成 20年 3 月 21 日）を適用しております。  （関連情報） 前連結会計年度（自平成 21 年 4 月 1 日 至平成 22 年 3 月 31 日） １．製品及びサービスごとの情報                                     （単位：百万円）  ロジスティクス フォワーディング 合計 外部顧客への売上高 83,231 30,369 113,601  ２．地域ごとの情報 （1）売上高 （単位：百万円） 日本 米州 欧州 アジア他 計 97,918 3,138 4,529 8,015 113,601  （2）有形固定資産 （単位：百万円） 日本 米州 欧州 アジア他 計 23,103 56 212 1,069 24,442 
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 ３．主要な顧客ごとの情報 （単位：百万円） 顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 日産自動車株式会社 25,294 国内物流事業、国際物流事業   当連結会計年度（自平成 22 年 4 月 1 日 至平成 23 年 3 月 31 日） １．製品及びサービスごとの情報                                     （単位：百万円）  ロジスティクス フォワーディング 合計 外部顧客への売上高 92,925 38,994 131,920  ２．地域ごとの情報 （1）売上高 （単位：百万円） 日本 米州 欧州 アジア他 計 110,959 4,104 5,220 11,635 131,920 （注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 （2）有形固定資産 （単位：百万円） 日本 米州 欧州 アジア他 計 22,600 41 187 1,049 23,878   ３．主要な顧客ごとの情報 （単位：百万円） 顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 日産自動車株式会社 28,068 国内物流事業、国際物流事業   【報告セグメントごとの固定資産の減損に関する情報】 前連結会計年度（自平成 21 年 4 月 1 日 至平成 22 年 3 月 31 日）                                      （単位：百万円）  国内物流 国際物流 海外物流 合計 減損損失 99 22 - 121  当連結会計年度（自平成 22 年 4 月 1 日 至平成 23 年 3 月 31 日）                                      （単位：百万円）  国内物流 国際物流 海外物流 合計 減損損失 171 - - 171  【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 前連結会計年度（自平成 21 年 4 月 1 日 至平成 22 年 3 月 31 日）                                      （単位：百万円）  国内物流 国際物流 海外物流 合計 当期償却額 159 - 30 190 当期末残高   2,406 - 13 2,420 
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当連結会計年度（自平成 22 年 4 月 1 日 至平成 23 年 3 月 31 日）                                      （単位：百万円）  国内物流 国際物流 海外物流 合計 当期償却額 163 - 6 170 当期末残高   2,246 - 6 2,253  【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 当連結会計年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日） 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）  前連結会計年度 当連結会計年度 （自 平成 21年 4 月 1 日 （自 平成 22年 4 月 1 日 項目  至 平成 22 年 3 月 31 日）  至 平成 23 年 3 月 31 日） １株当たり純資産額 100,876 円 46銭 103,386 円 13銭 １株当たり当期純利益金額 10,495 円 94銭 9,765 円 75銭 潜在株式調整後１株当たり 当期純利益金額 10,479 円 37銭 9,758 円 12銭  １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。    前連結会計年度 当連結会計年度 （自 平成 21年 4 月 1 日 （自 平成 22年 4 月 1 日 項目  至 平成 22 年 3 月 31 日）  至 平成 23 年 3 月 31 日） １株当たり純資産額    連結貸借対照表上の純資産額（百万円） 24,222 24,377  純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 501 549    （うち少数株主持分） （501） (549)  普通株式に係る純資産額（百万円）   23,721 23,828  自己株式を除いた期末発行済株式数（株） 235,151 230,477    １株当たり当期純利益金額    当期純利益（百万円） 2,488 2,259  普通株主に帰属しない金額（百万円） － - 普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,488 2,259  普通株式の期中平均株式数（株） 237,139 231,378    潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    当期純利益（百万円） 2,488 2,259  普通株主に帰属しない金額（百万円） － -  普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,488 2,259  普通株式増加数（株） 375 181    （うち新株予約権）（株） (375) (181)  潜在株式調整後期中平均株式数（株） 237,514 231,559 希薄化効果を有しないため、 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に 含まれなかった潜在株式の概要 新株予約権 株主総会の決議日と新株予約権の数 平成 16 年 6 月 25 日：713個   - (注) １株当たり情報の算定に用いられた「自己株式を除いた期末発行済株式数」、「普通株式の期中平均株式数」は、従業員持株会信託口が所有する連結財務諸表提出会社株式を控除しております。   （開示の省略）  リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、企業結合等の注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。    （重要な後発事象）  該当事項はありません。  
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５．個別財務諸表　(1) 貸借対照表 (単位：百万円)前事業年度(平成22年3月31日) 当事業年度(平成23年3月31日)資産の部　流動資産　　現金及び預金 7,627 8,954　　受取手形 183 913　　営業未収入金 14,684 15,702　　貯蔵品 24 18　　前払費用 631 659　　繰延税金資産 487 795　　未収入金 689 1,089　　短期貸付金 275 -　　その他 704 688　　貸倒引当金 △ 192 △ 35　　流動資産合計 25,116 28,785　固定資産　　有形固定資産　　　建物(純額) 7,621 7,246　　　構築物(純額) 382 332　　　機械及び装置(純額) 41 119　　　車両運搬具(純額) 74 239　　　工具、器具及び備品(純額) 230 247　　　土地 12,902 12,736　　　有形固定資産合計 21,254 20,921
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　　無形固定資産　　　借地権 11 11　　　ソフトウエア 985 1,505　　　ソフトウエア仮勘定 520 15　　　その他 57 67　　　無形固定資産合計 1,574 1,600　　投資その他の資産　　　投資有価証券 313 276　　　関係会社株式 6,850 7,234　　　関係会社出資金 426 426　　　従業員に対する長期貸付金 10 4　　　繰延税金資産 331 -　　　差入保証金 2,882 2,600　　　長期前払費用 110 81　　　その他 470 508　　　貸倒引当金 △ 92 △ 142　　　投資その他の資産合計 11,304 10,990　　固定資産合計 34,132 33,512　繰延資産　　株式交付費 5 -　　社債発行費 22 16　　繰延資産合計 27 16　資産合計 59,276 62,315
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負債の部　流動負債　　営業未払金 10,263 11,637　　短期借入金 10,624 11,356　　一年内返済予定の長期借入金 1,750 5,450　　リース債務 54 154　　未払金 83 954　　未払費用 805 1,477　　未払法人税等 381 73　　未払消費税等 - 123　　前受収益 201 140　　賞与引当金 614 634　　役員賞与引当金 26 22　　預り金 145 70　　独禁法関連引当金 - 787　　その他 66 88　　流動負債合計 25,017 32,971　固定負債　　社債 2,000 2,000　　長期借入金 6,950 3,498　　リース債務 96 206　　長期預り金 838 857　　長期未払金 817 705　　繰延税金負債 - 1,875　　再評価に係る繰延税金負債 1,922 -　　退職給付引当金 2,680 2,066　　独禁法関連引当金 417 -　　その他 6 156　　固定負債合計 15,729 11,366　負債合計 40,747 44,337純資産の部　株主資本　　資本金 3,857 3,868　　資本剰余金　　　資本準備金 3,857 3,868　　　その他資本剰余金 10,133 10,136　　　資本剰余金合計 13,991 14,005　　利益剰余金　　　その他利益剰余金　　　　固定資産圧縮積立金 30 168　　　　固定資産圧縮特別勘定積立金 - 116　　　　繰越利益剰余金 2,252 2,024　　　利益剰余金合計 2,282 2,310　　自己株式 △ 1,618 △ 2,232　　株主資本合計 18,513 17,951　評価・換算差額等　　その他有価証券評価差額金 15 25　　評価・換算差額等合計 15 25　純資産合計 18,529 17,977負債純資産合計 59,276 62,315              45
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　(2) 損益計算書 (単位：百万円)前事業年度(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日) 当事業年度(自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日)売上高 83,267 102,101売上原価 73,801 92,007売上総利益 9,465 10,094販売費及び一般管理費 8,082 8,046営業利益 1,383 2,047営業外収益　受取利息 19 7　有価証券利息 8 2　受取配当金 671 1,361　為替差益 65 120　その他 112 42　営業外収益合計 877 1,534
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(単位：百万円)前事業年度(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日) 当事業年度(自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日)営業外費用　支払利息 159 125　社債利息 16 33　株式交付費償却 14 4　社債発行費償却 5 5　支払手数料 19 17　その他 18 2　営業外費用合計 234 190経常利益 2,026 3,391特別利益　固定資産売却益 1 174　投資有価証券売却益 16 0　関係会社株式売却益 76 -　受取和解金 220 -　その他 - 0　特別利益合計 314 174特別損失　固定資産売却損 0 0　固定資産除却損 139 16　減損損失 113 129　賃貸借契約解約損 79 -　抱合せ株式消滅差損 1,982 -　退職特別加算金 184 -　転籍加算金 - 586　支払和解金等 - 949　独禁法関連引当金繰入額 - 370　事業再編損 - 87　資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 - 18　その他 230 119　特別損失合計 2,730 2,277税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △ 389 1,289法人税、住民税及び事業税 375 245法人税等調整額 △ 10 △ 31法人税等合計 365 213当期純利益又は当期純損失（△） △ 754 1,075
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　(3) 株主資本等変動計算書 (単位：百万円)前事業年度(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日) 当事業年度(自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日)株主資本　資本金　　前期末残高 3,851 3,857　　当期変動額　　　新株の発行 6 10　　　当期変動額合計 6 10　　当期末残高 3,857 3,868　資本剰余金　　資本準備金　　　前期末残高 3,851 3,857　　　当期変動額　　　　新株の発行 6 10　　　　当期変動額合計 6 10　　　当期末残高 3,857 3,868　　その他資本剰余金　　　前期末残高 10,133 10,133　　　当期変動額　　　　自己株式の処分 - 3　　　　当期変動額合計 - 3　　　当期末残高 10,133 10,136　　資本剰余金合計　　　前期末残高 13,985 13,991　　　当期変動額　　　　新株の発行 6 10　　　　自己株式の処分 - 3　　　　当期変動額合計 6 13　　　当期末残高 13,991 14,005　利益剰余金　　その他利益剰余金　　　固定資産圧縮積立金　　　　前期末残高 - 30　　　　当期変動額　　　　　固定資産圧縮積立金の積立 30 139　　　　　固定資産圧縮積立金の取崩 - △ 1　　　　　当期変動額合計 30 138　　　　当期末残高 30 168      固定資産圧縮特別勘定積立金　　　　前期末残高 - -　　　　当期変動額　　　　　固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 - 116　　　　　当期変動額合計 - 116　　　　当期末残高 - 116　　　繰越利益剰余金　　　　前期末残高 3,750 2,252　　　　当期変動額　　　　　剰余金の配当 △ 713 △ 1,047　　　　　当期純利益又は当期純損失（△） △ 754 1,075　　　　　固定資産圧縮積立金の積立 △ 30 △ 139　　　　　固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 - △ 116　　　　　固定資産圧縮積立金の取崩 - 1　　　　　当期変動額合計 △ 1,498 △ 227　　　　当期末残高 2,252 2,024　　利益剰余金合計　　　前期末残高 3,750 2,282　　　当期変動額　　　　剰余金の配当 △ 713 △ 1,047　　　　当期純利益又は当期純損失（△） △ 754 1,075　　　　当期変動額合計 △ 1,468 27　　　当期末残高 2,282 2,310               48
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(単位：百万円)前事業年度(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日) 当事業年度(自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日)　自己株式　　前期末残高 △ 1,236 △ 1,618　　当期変動額　　　自己株式の取得 △ 382 △ 670　　　自己株式の処分 - 56　　　当期変動額合計 △ 382 △ 613　　当期末残高 △ 1,618 △ 2,232　株主資本合計　　前期末残高 20,351 18,513　　当期変動額                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                　　　新株の発行 13 21　　　剰余金の配当 △ 713 △ 1,047　　　当期純利益又は当期純損失（△） △ 754 1,075　　　自己株式の取得 △ 382 △ 670　　　自己株式の処分 - 59　　　当期変動額合計 △ 1,837 △ 561　　当期末残高 18,513 17,951評価・換算差額等　その他有価証券評価差額金　　前期末残高 - 15　　当期変動額　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15 9　　　当期変動額合計 15 9　　当期末残高 15 25　評価・換算差額等合計　　前期末残高 - 15　　当期変動額　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15 9　　　当期変動額合計 15 9　　当期末残高 15 25純資産合計　前期末残高 20,351 18,529　当期変動額　　新株の発行 13 21　　剰余金の配当 △ 713 △ 1,047　　当期純利益又は当期純損失（△） △ 754 1,075　　自己株式の取得 △ 382 △ 670　　自己株式の処分 - 59　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15 9　　当期変動額合計 △ 1,821 △ 552　当期末残高 18,529 17,977
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（４）継続企業の前提に関する注記     該当事項はありません。   ６．その他    代表取締役の異動、その他の役員の異動につきましては、平成 23年 4月 26 日付の 「代表取締役社長の異動に関するお知らせ」及び「代表取締役及び役員人事等に関す るお知らせ」にて開示済みであります。 
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